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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体上に、液晶化合物から形成された光学異方性層を有する光学フィルムにおいて、該
光学異方性層が下記（ｉ）のモノマーから導かれる繰り返し単位及び下記（ii）のモノマ
ーから導かれる繰り返し単位を含むフルオロ脂肪族基含有共重合体を含有することを特徴
とする光学フィルム。
（ｉ）下記一般式［１］で表されるフルオロ脂肪族基含有モノマー
（ii）ポリ（オキシアルキレン）アクリレート及び／またはポリ（オキシアルキレン）メ
タクリレート
一般式［１］
【化１】

（一般式［１］においてＲ1は水素原子またはメチル基を表し、Ｘは酸素原子、イオウ原
子または－Ｎ（Ｒ2）－を表し、ｍは１以上６以下の整数、ｎは２～４の整数を表す。Ｒ2

は水素原子または炭素数１～４のアルキル基を表す。）
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【請求項２】
支持体上に、液晶化合物から形成された光学異方性層を有する光学フィルムにおいて、該
光学異方性層が下記（ｉ）のモノマーから導かれる繰り返し単位、下記（ii）のモノマー
から導かれる繰り返し単位、及び下記（iii）のモノマーから導かれる繰り返し単位を含
むフルオロ脂肪族基含有共重合体を含有することを特徴とする請求項１に記載の光学フィ
ルム。
（ｉ）請求項１に記載の一般式［１］で表されるフルオロ脂肪族基含有モノマー（ii）ポ
リ（オキシアルキレン）アクリレート及び／またはポリ（オキシアルキレン）メタクリレ
ート
（iii）上記（ｉ）及び（ii）と共重合可能な下記一般式［２］で示されるモノマー
一般式［２］
【化２】

（一般式［２］において、Ｒ3は水素原子またはメチル基を表し、Ｙは２価の連結基を表
し、Ｒ4は置換基を有しても良い炭素数４以上２０以下の直鎖、分岐または環状のアルキ
ル基を表す。）
【請求項３】
該液晶化合物が、ディスコティック化合物であることを特徴とする請求項１又は２に記載
の光学フィルム。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の光学フィルムを備えたことを特徴とする偏光板。
【請求項５】
請求項１～３のいずれかに記載の光学フィルムを配置したことを特徴とする液晶表示装置
。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、液晶化合物を配向固定した光学フィルムに関する。とくにその視角特性およ
び視認性の向上を図った、偏光板及び液晶表示装置に用いるのに適した光学フィルムに関
する。
【０００２】
【従来の技術】
液晶化合物を高度に配向固定した光学フィルムは、液晶表示装置の光学補償フィルム、輝
度向上フィルム、投射型表示装置の光学補正フィルム等、近年になって様々な用途に展開
されつつあり、中でも液晶表示装置の光学補償フィルムとしての発展は目覚しいものがあ
る。
液晶表示装置は、偏光板と液晶セルから構成されている。
現在主流であるＴＮモードのＴＦＴ液晶表示装置においては、光学補償シートを偏光板と
液晶セルの間に挿入し、表示品位の高い液晶表示装置を実現している。しかし、この方法
によると液晶表示装置自体が厚くなることが問題である。
【０００３】
特許文献１には、偏光膜の片面に位相差板、他方の面に保護フイルムを有する楕円偏光板
を用いることで、液晶表示装置を厚くすることなく、正面コントラストを高くすることが
できるとの記載がある。ところが、この発明の位相差フイルム（光学補償シート）では、
十分な視野角改良効果が得られず、液晶表示装置の表示品位は低下してしまうという問題
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特許文献２及び３に記載の発明では、透明支持体上にディスコティック（円盤状）化合物
から形成された光学異方性層を塗設した光学補償シートを直接偏光板の保護フイルムとし
て用いることで液晶表示装置を厚くすることなく、視野角に関する問題を解決した。
【０００４】
従来の技術では、主に、１５インチ以下の小型あるいは中型の液晶表示装置を想定して、
光学補償シートが開発されていた。しかし、最近では、１７インチ以上の大型、かつ輝度
の高い液晶表示装置も想定する必要がある。
大型の液晶表示装置の偏光板に、従来技術の光学補償シートを保護フイルムとして装着し
たところ、パネル上にムラが発生していることが判明した。この欠陥は、小型あるいは中
型の液晶表示装置では、あまり目立っていなかったが、大型化、高輝度化に対応して、光
漏れムラに対処した光学フィルムをさらに開発する必要が生じている。
特許文献４には、重合性液晶にレベリング剤なるものを含有させ、ムラの改良を行う技術
が開示されているが、重合性液晶がホモジニアス配向の場合にのみ有効であり、本発明の
ように、ハイブリット配向をはじめとした複雑な配向には、適用できないことが判った。
【０００５】
【特許文献１】
特開平１－６８９４０号公報
【特許文献２】
特開平７－１９１２１７号公報
【特許文献３】
欧州特許０９１１６５６Ａ２号明細書
【特許文献４】
特開平１１－１４８０８０号公報
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、光学補償機能を有する偏光板を用いて液晶セルを光学的に補償する方法
とそれに用いる光学フィルムを提供することである。
とりわけ、大型の液晶表示装置においても、ムラを生じることなく、表示品位の高い画像
を表示する方法とそれに用いる光学フィルムを提供することである。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明の目的は、下記（１）～（３）の光学フィルム、該光学フィルムを備えた下記（４
）の偏光板、及びそれらから構成された下記（５）の液晶表示装置により達成された。
【０００８】
（１）支持体上に、液晶化合物から形成された光学異方性層を有する光学フィルムにおい
て、該光学異方性層が下記（ｉ）のモノマーから導かれる繰り返し単位及び下記（ii）の
モノマーから導かれる繰り返し単位を含むフルオロ脂肪族基含有共重合体を含有すること
を特徴とする光学フィルム。
（ｉ）下記一般式［１］で表されるフルオロ脂肪族基含有モノマー
（ii）ポリ（オキシアルキレン）アクリレート及び／またはポリ（オキシアルキレン）メ
タクリレート
一般式［１］
【０００９】
【化３】
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【００１０】
（一般式［１］においてＲ1は水素原子またはメチル基を表し、Ｘは酸素原子、イオウ原
子または－Ｎ（Ｒ2）－を表し、ｍは１以上６以下の整数、ｎは２～４の整数を表す。Ｒ2

は水素原子または炭素数１～４のアルキル基を表す。）
【００１１】
（２）支持体上に、液晶化合物から形成された光学異方性層を有する光学フィルムにおい
て、該光学異方性層が下記（ｉ）のモノマーから導かれる繰り返し単位、下記（ii）のモ
ノマーから導かれる繰り返し単位、及び下記（iii）のモノマーから導かれる繰り返し単
位を含むフルオロ脂肪族基含有共重合体を含有することを特徴とする上記（１）に記載の
光学フィルム。
（ｉ）請求項１に記載の一般式［１］で表されるフルオロ脂肪族基含有モノマー（ii）ポ
リ（オキシアルキレン）アクリレート及び／またはポリ（オキシアルキレン）メタクリレ
ート
（iii）上記（ｉ）及び（ii）と共重合可能な下記一般式［２］で示されるモノマー
一般式［２］
【００１２】
【化４】

【００１３】
（一般式［２］において、Ｒ3は水素原子またはメチル基を表し、Ｙは２価の連結基を表
し、Ｒ4は置換基を有しても良い炭素数４以上２０以下の直鎖、分岐または環状のアルキ
ル基を表す。）
【００１４】
（３）該液晶化合物が、ディスコティック化合物であることを特徴とする上記（１）又は
（２）に記載の光学フィルム。
（４）上記（１）～（３）のいずれかに記載の光学フィルムを備えたことを特徴とする偏
光板。
（５）上記（１）～（３）のいずれかに記載の光学フィルムを配置したことを特徴とする
液晶表示装置。
【００１５】
上記の本発明の光学フィルムの特徴は、光学異方性層中に前記のフルオロ脂肪族含有構造
とポリ（オキシアルキレン）アクリレート又はメタクリレート構造とを有する共重合体を
含有させたことであり、この共重合体の共存によって、光学補償シートと偏光板を組み合
わせた光学フィルムに起因するムラが抑止される。したがって、その光学フィルムを大型
の液晶表示装置に適用することにより、ムラを生じることがなく、表示品位の高い画像を
表示することが可能となる。
上記のフルオロ脂肪族含有共重合体は、さらに一般式［II］で示されるモノマーを共重合
成分として加えることによって光学特性を調節して本発明の効果をさらに高めたり、液晶
表示装置への適合性を調整することができる。
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【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明に係るフルオロ脂肪族基を有する共重合体（「フッ素系ポリマー」と略記す
ることもある）について詳細に説明する。
本発明で用いるフッ素系ポリマーは上記（１）または（２）に記載の要件を満たすアクリ
ル樹脂、メタアクリル樹脂、及びこれらに共重合可能なビニル系モノマーとの共重合体が
有用である。
【００１７】
本発明にかかわるフッ素系ポリマーにおけるフルオロ脂肪族基の一つは、テロメリゼーシ
ョン法（テロマー法ともいわれる）又はオリゴメリゼーション法（オリゴマー法ともいわ
れる）により製造されたフルオロ脂肪族化合物から導かれるものである。これらのフルオ
ロ脂肪族化合物の製造法に関しては、例えば、「フッ素化合物の合成と機能」（監修：石
川延男、発行：株式会社シーエムシー、１９８７）の１１７～１１８ページや、「Chemis
try of Organic Fluorine Compounds II」（Monograph 187,Ed by Milos Hudlicky and A
ttila E.Pavlath,American Chemical Society 1995）の７４７-７５２ページに記載され
ている。テロメリゼーション法とは、ヨウ化物等の連鎖移動常数の大きいアルキルハライ
ドをテローゲンとして、テトラフルオロエチレン等のフッ素含有ビニル化合物のラジカル
重合を行い、テロマーを合成する方法である（Scheme-1に例を示した）。
【００１８】
【化５】

【００１９】
得られた、末端ヨウ素化テロマーは通常、例えば[Scheme2]のごとき適切な末端化学修飾
を施され、フルオロ脂肪族化合物へと導かれる。これらの化合物は必要に応じ、さらに所
望のモノマー構造へと変換されフルオロ脂肪族基含有ポリマーの製造に使用される。
【００２０】
【化６】

【００２１】
本発明の一般式［１］においては、Ｒ1は水素原子またはメチル基を表し、Ｘは酸素原子
、イオウ原子、または－Ｎ（Ｒ2）－を表す。ここでＲ2は水素原子または炭素数１～４の
アルキル基、具体的にはメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基を表し、好ましくは
水素原子またはメチル基である。Ｘは酸素原子がより好ましい。
一般式［１］中のｍは１以上６以下の整数が好ましく、２が特に好ましい。
一般式［１］中のｎは２～４であって、特に２または３が好ましく、また、これらの混合
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一般式［１］で表されるフルオロ脂肪族基含有モノマーのより具体的なモノマーの例を以
下にあげるがこの限りではない。
【００２２】
【化７】

【００２３】
【化８】
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【００２４】
【化９】
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【００２５】
【化１０】
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【００２６】
一般式［２］において、Ｒ3は水素原子又はメチル基を表し、Ｙは２価の連結基を表す。
２価の連結基としては、酸素原子、イオウ原子又は－Ｎ（Ｒ5）－が好ましい。ここでＲ5

は水素原子、炭素数１～４のアルキル基、例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチ
ル基等が好ましい。Ｒ5のより好ましい形態は水素原子及びメチル基である。
Ｙは、酸素原子、－Ｎ（Ｈ）－及び－Ｎ（ＣＨ3）－がより好ましい。
Ｒ4は置換基を有しても良い炭素数４以上２０以下の直鎖、分岐または環状のアルキル基
を表す。Ｒ4のアルキル基の置換基としては、水酸基、アルキルカルボニル基、アリール
カルボニル基、カルボキシル基、アルキルエーテル基、アリールエーテル基、フッ素原子
、塩素原子、臭素原子などのハロゲン原子、ニトロ基、シアノ基、アミノ基等があげられ
るがこの限りではない。炭素数４以上２０以下の直鎖、分岐または環状のアルキル基とし
ては、直鎖及び分岐してもよいブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチ
ル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基
、ペンタデシル基、オクタデシル基、エイコサニル基等、また、シクロヘキシル基、シク
ロヘプチル基等の単環シクロアルキル基及びビシクロヘプチル基、ビシクロデシル基、ト
リシクロウンデシル基、テトラシクロドデシル基、アダマンチル基、ノルボルニル基、テ
トラシクロデシル基等の多環シクロアルキル基が好適に用いられる。
【００２７】
一般式［２］で示されるモノマーのより具体的には次に示すモノマーがあげられるがこの
限りではない。
【００２８】
【化１１】
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【００２９】
【化１２】
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【００３０】
【化１３】
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【００３１】
【化１４】
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【００３２】
【化１５】
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【００３３】
【化１６】
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【００３４】
【化１７】
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【００３５】
【化１８】
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【００３６】
【化１９】



(18) JP 4190275 B2 2008.12.3

10

20

30

40

50

【００３７】
次に、本発明の光学フィルムを構成する光学異方層の必須成分であるポリ（オキシアルキ
レン）アクリレート及び／またはポリ（オキシアルキレン）メタクリレートについて説明
する（以下アクリレートとメタクリレートの両方を指すときには、両方をまとめて（メタ
）アクリレートと呼ぶこともある）。
ポリオキシアルキレン基は（ＯＲ）ｘで表すことができ、Ｒは２～４個の炭素原子を有す
るアルキレン基、例えば－ＣＨ2ＣＨ2－、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2－、－ＣＨ(ＣＨ3)ＣＨ2－
、または－ＣＨ(ＣＨ3)ＣＨ(ＣＨ3)－であることが好ましい。
前記のポリ（オキシアルキレン）基中のオキシアルキレン単位はポリ（オキシプロピレン
）におけるように同一であってもよく、また互いに異なる２種以上のオキシアルキレンが
不規則に分布されたものであっても良く、直鎖または分岐状のオキシプロピレンまたはオ
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キシエチレン単位であったり、または直鎖または分岐状のオキシプロピレン単位のブロッ
ク及びオキシエチレン単位のブロックのように存在するものであっても良い。
このポリ（オキシアルキレン）鎖は、複数のポリ（オキシアルキレン）単位同士が１つま
たはそれ以上の連鎖結合（例えば－ＣＯＮＨ－Ｐｈ－ＮＨＣＯ－、－Ｓ－など、ここでＰ
ｈはフェニレン基を表す）で連結されたものも含むことができる。連鎖の結合が３つまた
はそれ以上の原子価を有する場合には、これは分岐鎖のオキシアルキレン単位を得るため
の手段を供する。またこの共重合体を本発明に用いる場合には、ポリ（オキシアルキレン
）基の分子量は２５０～３０００が適当である。
ポリ（オキシアルキレン）アクリレート及びメタクリレートは、市販のヒドロキシポリ（
オキシアルキレン）材料、例えば商品名“プルロニック”［Pluronic（旭電化工業（株）
製）、“アデカポリエーテル”（旭電化工業（株）製）“カルボワックス”［Carbowax（
グリコ・プロダクス）］、“トリトン”［Toriton（ローム・アンド・ハース（Rohm　and
 Haas製））および“P.E.G”（第一工業製薬（株）製）として販売されているものを公知
の方法でアクリル酸、メタクリル酸、アクリルクロリド、メタクリルクロリドまたは無水
アクリル酸等と反応させることによって製造できる。
別に、公知の方法で製造したポリ（オキシアルキレン）ジアクリレート等を用いることも
できる。
【００３８】
本発明に用いられる光学異方層の必須成分である一般式［１］で表されるモノマーとポリ
オキシアルキレン（メタ）アクリレートとの共重合体が用いられるが、ポリオキシエチレ
ン（メタ）アクリレートを含むことが好ましい。
特に好ましい態様としては、一般式［１］で表されるモノマーとポリオキシエチレン（メ
タ）アクリレートとポリオキシアルキレン（メタ）アクリレートとの３種以上のモノマー
を共重合したポリマーである。ここでポリオキシアルキレン（メタ）アクリレートは、ポ
リオキシエチレン（メタ）アクリレートとは異なるモノマーである。
より好ましくは、ポリオキシエチレン（メタ）アクリレートとポリオキシプロピレン（メ
タ）アクリレートと一般式［１］で表されるモノマーとの３元共重合体である。
ポリオキシエチレン（メタ）アクリレートの好ましい共重合比率としては、全モノマー中
の０．５モル％以上２０モル％以下、より好ましくは１モル％以上１０モル％以下である
。
【００３９】
本発明に用いる上記一般式［１］で表されるモノマーとポリ（オキシアルキレン）アクリ
レート及び／またはポリ（オキシアルキレン）メタクリレートおよび一般式［２］で表さ
れるモノマーの共重合体は、上記各モノマーの他に、さらにこれらと共重合可能なモノマ
ーをも加えて反応させた共重合体であってもよい。この共重合可能なモノマーの好ましい
共重合比率としては、全モノマー中の２０モル％以下、より好ましくは１０モル％以下で
ある。
このようなモノマーとしては、ＰｏｌｙｍｅｒＨａｎｄｂｏｏｋ　２ｎｄ　ｅｄ．，Ｊ．
Ｂｒａｎｄｒｕｐ，Ｗｉｌｅｙ　ｌｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ（１９７５）Ｃｈａｐｔｅｒ
　２Ｐａｇｅ　１～４８３記載のものを用いることが出来る。
例えばアクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸エステル類、メタクリル酸エステル類、ア
クリルアミド類、メタクリルアミド類、アリル化合物、ビニルエーテル類、ビニルエステ
ル類等から選ばれる付加重合性不飽和結合を１個有する化合物等をあげることができる。
【００４０】
具体的には、以下のモノマーをあげることができる。
アクリル酸エステル類：
アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、クロルエチルアクリレート
、２－ヒドロキシエチルアクリレート、トリメチロールプロパンモノアクリレート、ベン
ジルアクリレート、メトキシベンジルアクリレート、フルフリルアクリレート、テトラヒ
ドロフルフリルアクリレート等、
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メタクリル酸エステル類：
メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、クロルエチルメタク
リレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、トリメチロールプロパンモノメタクリ
レート、ベンジルメタクリレート、メトキシベンジルメタクリレート、フルフリルメタク
リレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレート等、
【００４１】
アクリルアミド類：
アクリルアミド、Ｎ－アルキルアクリルアミド（アルキル基としては炭素数１～３のもの
、例えばメチル基、エチル基、プロピル基）、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアクリルアミド（アル
キル基としては炭素数１～３のもの）、Ｎ－ヒドロキシエチル－Ｎ－メチルアクリルアミ
ド、Ｎ－２－アセトアミドエチル－Ｎ－アセチルアクリルアミドなど。
メタクリルアミド類：
メタクリルアミド、Ｎ－アルキルメタクリルアミド（アルキル基としては炭素数１～３の
もの、例えばメチル基、エチル基、プロピル基）、Ｎ，Ｎ－ジアルキルメタクリルアミド
（アルキル基としては炭素数１～３のもの）、Ｎ－ヒドロキシエチル－Ｎ－メチルメタク
リルアミド、Ｎ－２－アセトアミドエチル－Ｎ－アセチルメタクリルアミドなど。
アリル化合物：
アリルエステル類（例えば酢酸アリル、カプロン酸アリル、カプリル酸アリル、ラウリン
酸アリル、パルミチン酸アリル、ステアリン酸アリル、安息香酸アリル、アセト酢酸アリ
ル、乳酸アリルなど）、アリルオキシエタノールなど
【００４２】
ビニルエーテル類：
アルキルビニルエーテル（例えばヘキシルビニルエーテル、オクチルビニルエーテル、デ
シルビニルエーテル、エチルヘキシルビニルエーテル、メトキシエチルビニルエーテル、
エトキシエチルビニルエーテル、クロルエチルビニルエーテル、１－メチル－２，２－ジ
メチルプロピルビニルエーテル、２－エチルブチルビニルエーテル、ヒドロキシエチルビ
ニルエーテル、ジエチレングリコールビニルエーテル、ジメチルアミノエチルビニルエー
テル、ジエチルアミノエチルビニルエーテル、ブチルアミノエチルビニルエーテル、ベン
ジルビニルエーテル、テトラヒドロフルフリルビニルエーテルなど
ビニルエステル類：
ビニルビチレート、ビニルイソブチレート、ビニルトリメチルアセテート、ビニルジエチ
ルアセテート、ビニルバレート、ビニルカプロエート、ビニルクロルアセテート、ビニル
ジクロルアセテート、ビニルメトキシアセテート、ビニルブトキシアセテート、ビニルラ
クテート、ビニル－β―フェニルブチレート、ビニルシクロヘキシルカルボキシレートな
ど。
【００４３】
イタコン酸ジアルキル類：
イタコン酸ジメチル、イタコン酸ジエチル、イタコン酸ジブチルなど。
フマール酸のジアルキルエステル類又はモノアルキルエステル類：
ジブチルフマレートなど
その他、クロトン酸、イタコン酸、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、マレイロニ
トリル、スチレンなど。
【００４４】
尚、従来、好んで用いられてきた電解フッ素化法により製造されるフッ素系化学製品の一
部は、生分解性が低く、生体蓄積性の高い物質であり、程度は軽微ではあるが、生殖毒性
、発育毒性を有することが懸念されている。本発明によるフッ素系ポリマーはより環境安
全性の高い物質であることも産業上有利な点であるといえる。
【００４５】
本発明で用いられるフッ素系ポリマー中の一般式［１］で示されるフルオロ脂肪族基含有
モノマーの量は、該ポリマーの構成モノマー総量の５モル％以上であり、好ましくは５～
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本発明のフッ素系ポリマー中の必須成分であるポリ（オキシアルキレン）アクリレート及
び／又はポリ（オキシアルキレン）メタクリレートの量は、該フッ素系ポリマーの構成モ
ノマー総量の１０モル％以上であり、好ましくは１５～７０モル％であり、より好ましく
は２０～６０モル％である。
本発明フッ素系ポリマーに好ましく用いられる形態である一般式［２］で表されるモノマ
ーの量は、該フッ素ポリマーの構成モノマー総量の３モル％以上であり、好ましくは５～
５０モル％であり、より好ましくは１０～４０モル％である。
【００４６】
本発明で用いられるフッ素系ポリマーの好ましい重量平均分子量は、３０００～１００，
０００が好ましく、６，０００～８０，０００がより好ましい。
更に、液晶化合物を主とする塗布組成物（溶媒を除いた塗布成分）に対する本発明に係る
フッ素系ポリマーの好ましい含有量は、０．００５～８質量％の範囲であり、好ましくは
０．０１～１質量％の範囲であり、更に好ましくは０．０５～０．５質量％の範囲である
。フッ素系ポリマーの添加量が０．００５質量％未満では効果が不十分であり、また８質
量％より多くなると、塗膜の乾燥が十分に行われなくなったり、光学フィルムとしての性
能（例えばレターデーションの均一性等）に悪影響を及ぼす。
【００４７】
本発明で用いられるフッ素系ポリマーは公知慣用の方法で製造することができる。例えば
先にあげたフルオロ脂肪族基を有する（メタ）アクリレート、ポリオキシアルキレン基を
有する（メタ）アクリレート等の単量体を含む有機溶媒中に、汎用のラジカル重合開始剤
を添加し、重合させることにより製造てきる。また、場合によりその他の付加重合性不飽
和化合物を、さらに添加して上記と同じ方法にて製造することができる。各モノマーの重
合性に応じ、反応容器にモノマーと開始剤を滴下しながら重合する滴下重合法なども、均
一な組成のポリマーを得るために有効である。
【００４８】
以下、本発明で用いられるフッ素系ポリマーの具体的な構造の例を示すが、本発明は、こ
れらに限定されるものではない。なお式中の数字は各モノマー成分のモル比率を示す。Ｍ
ｗは重量平均分子量を表す。
【００４９】
【化２０】
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【００５０】
【化２１】
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【００５１】
【化２２】
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【００５２】
【化２３】
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【００５３】
【化２４】
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【００５４】
【化２５】
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【００５５】
【化２６】
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【００５６】
【化２７】
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【００５７】
【化２８】

【００５８】
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以下、光学フィルムに必要な構成材料について説明する。
［支持体］
本発明の支持体は、ガラス、もしくは透明なポリマーフイルムであることが好ましい。
支持体は、光透過率が８０％以上であることが好ましい。ポリマーフイルムを構成するポ
リマーの例には、セルロースエステル（例、セルロースアセテート、セルロースジアセテ
ート）、ノルボルネン系ポリマーおよびポリメチルメタクリレートが含まれる。市販のポ
リマー（ノルボルネン系ポリマーでは、アートン及びゼオネックスいずれも商品名））を
用いてもよい。
中でもセルロースエステルが好ましく、セルロースの低級脂肪酸エステルがさらに好まし
い。低級脂肪酸とは、炭素原子数が６以下の脂肪酸を意味する。とくに炭素原子数が２（
セルロースアセテート）、３（セルロースプロピオネート）または４（セルロースブチレ
ート）が好ましい。セルロースアセテートが特に好ましい。セルロースアセテートプロピ
オネートやセルロースアセテートブチレートのような混合脂肪酸エステルを用いてもよい
。
【００５９】
なお、従来知られているポリカーボネートやポリスルホンのような複屈折の発現しやすい
ポリマーであっても、ＷＯ’００／２６７０５号明細書に記載のように、分子を修飾する
ことで複屈折の発現性を制御すれば、本発明の光学フイルムに用いることもできる。
偏光板保護フィルム、もしくは位相差フィルムに本発明の光学フィルムを使用する場合は
、ポリマーフイルムとしては、酢化度が５５．０乃至６２．５％であるセルロースアセテ
ートを使用することが好ましい。酢化度は、５７．０乃至６２．０％であることがさらに
好ましい。
【００６０】
酢化度とは、セルロース単位質量当たりの結合酢酸量を意味する。酢化度は、ＡＳＴＭ：
Ｄ－８１７－９１（セルロースアセテート等の試験法）におけるアセチル化度の測定およ
び計算によって求められる。
セルロースアセテートの粘度平均重合度（ＤＰ）は、２５０以上であることが好ましく、
２９０以上であることがさらに好ましい。また、セルロースアセテートは、ゲルパーミエ
ーションクロマトグラフィーによるＭｗ／Ｍｎ（Ｍｗは質量平均分子量、Ｍｎは数平均分
子量）の分子量分布が狭いことが好ましい。具体的なＭｗ／Ｍｎの値としては、１．０乃
至１．７であることが好ましく、１．０乃至１．６５であることがさらに好ましく、１．
０乃至１．６であることが最も好ましい。
【００６１】
セルロースアセテートでは、セルロースの２位、３位、６位のヒドロキシルが均等に置換
されるのではなく、６位の置換度が小さくなる傾向がある。本発明に用いるポリマーフイ
ルムでは、セルロースの６位置換度が、２位、３位に比べて同程度または多い方が好まし
い。
２位、３位、６位の置換度の合計に対する、６位の置換度の割合は、３０乃至４０％であ
ることが好ましく、３１乃至４０％であることがさらに好ましく、３２乃至４０％である
ことが最も好ましい。６位の置換度は、０．８８以上であることが好ましい。
各位置の置換度は、ＮＭＲによって測定することできる。
６位置換度が高いセルロースアセテートは、特開平１１－５８５１号公報の段落番号００
４３～００４４に記載の合成例１、段落番号００４８～００４９に記載の合成例２、そし
て段落番号００５１～００５２に記載の合成例３の方法を参照して合成することができる
。
【００６２】
［光学異方性層］
光学異方性層は、液晶表示装置の黒表示における液晶セル中の液晶化合物を補償するよう
に設計することが好ましい。黒表示における液晶セル中の液晶化合物の配向状態は、液晶
表示装置のモードにより異なる。この液晶セル中の液晶化合物の配向状態に関しては、ID
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W’00、FMC7-2、P411～414に記載されている。
光学異方性層は、支持体上に直接液晶性分子から形成するか、もしくは配向膜を介して液
晶性分子から形成する。配向膜は、１０μｍ以下の膜厚を有することが好ましい。
光学異方性層に用いる液晶性分子には、棒状液晶性分子およびディスコティック化合物が
含まれる。棒状液晶性分子およびディスコティック化合物は、高分子液晶でも低分子液晶
でもよく、さらに、低分子液晶が架橋され液晶性を示さなくなったものも含まれる。
光学異方性層は、液晶性分子および必要に応じて重合性開始剤や任意の成分を含む塗布液
を、配向膜の上に塗布することで形成できる。
本発明の配向膜として好ましい例は、特開平８－３３８９１３号公報に記載されている。
【００６３】
塗布液の調製に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例に
は、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスルホ
キシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、ア
ルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン、テトラクロロエタン）、エステル
（例、酢酸メチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エー
テル（例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハラ
イドおよびケトンが好ましい。二種類以上の有機溶媒を併用してもよい。
本発明のように非常に均一性の高い光学フィルムを作製する場合には、表面張力が２５ｍ
Ｎ／ｍ以下であることが好ましく、２２ｍＮ／ｍ以下であることが更に好ましい。
塗布液の塗布は、公知の方法（例、ワイヤーバーコーティング法、押し出しコーティング
法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグラビアコーティング法、ダイコーテ
ィング法）により実施できる。
光学異方性層の厚さは、０．１乃至２０μｍであることが好ましく、０．５乃至１５μｍ
であることがさらに好ましく、１乃至１０μｍであることが最も好ましい。
【００６４】
（棒状液晶性分子）
棒状液晶性分子としては、アゾメチン類、アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノフェ
ニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサンカルボン酸フェニルエステル類、
シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置換フ
ェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類およびアルケニルシクロヘキシル
ベンゾニトリル類が好ましく用いられる。なお、棒状液晶性分子には、金属錯体も含まれ
る。また、棒状液晶性分子を繰り返し単位中に含む液晶ポリマーも、棒状液晶性分子とし
て用いることができる。言い換えると、棒状液晶性分子は、（液晶）ポリマーと結合して
いてもよい。棒状液晶性分子については、季刊化学総説第２２巻液晶の化学（１９９４）
日本化学会編の第４章、第７章および第１１章、および液晶デバイスハンドブック日本学
術振興会第１４２委員会編の第３章に記載がある。
棒状液晶性分子の複屈折率は、０．００１乃至０．７の範囲にあることが好ましい。
棒状液晶性分子は、その配向状態を固定するために、重合性基を有することが好ましい。
重合性基は、不飽和重合性基またはエポキシ基が好ましく、不飽和重合性基がさらに好ま
しく、エチレン性不飽和重合性基が最も好ましい。
【００６５】
（ディスコティック化合物）
ディスコティック化合物には、Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅらの研究報告（Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ
．７１巻、１１１頁（１９８１年））に記載されているベンゼン誘導体、Ｃ．Ｄｅｓｔｒ
ａｄｅらの研究報告（Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．１２２巻、１４１頁（１９８５年）、Ｐｈｙ
ｓｉｃｓ ｌｅｔｔ，Ａ，７８巻、８２頁（１９９０））に記載されているトルキセン誘
導体、Ｂ．Ｋｏｈｎｅらの研究報告（Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９６巻、７０頁（１９８４
年））に記載されたシクロヘキサン誘導体及びＪ．Ｍ．Ｌｅｈｎらの研究報告（Ｊ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．，１７９４頁（１９８５年））、Ｊ．Ｚｈａｎｇらの研究報告（Ｊ
．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１６巻、２６５５頁（１９９４年））に記載されているア
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ディスコティック化合物としては、分子中心の母核に対して、直鎖のアルキル基、アルコ
キシ基、置換ベンゾイルオキシ基が母核の側鎖として放射線状に置換した構造である液晶
性を示す化合物も含まれる。分子または分子の集合体が、回転対称性を有し、一定の配向
を付与できる化合物であることが好ましい。円盤状液晶性分子から形成する光学異方性層
は、最終的に光学異方性層に含まれる化合物が円盤状液晶性分子である必要はなく、例え
ば、低分子の円盤状液晶性分子が熱や光で反応する基を有しており、結果的に熱、光で反
応により重合または架橋し、高分子量化し液晶性を失った化合物も含まれる。ディスコテ
ィック化合物の好ましい例は、特開平８－５０２０６号公報に記載されている。また、デ
ィスコティック化合物の重合については、特開平８－２７２８４公報に記載がある。
【００６６】
ディスコティック化合物を重合により固定するためには、ディスコティック化合物の円盤
状コアに、置換基として重合性基を結合させる必要がある。ただし、円盤状コアに重合性
基を直結させると、重合反応において配向状態を保つことが困難になる。そこで、円盤状
コアと重合性基との間に、連結基を導入する。従って、重合性基を有するディスコティッ
ク化合物は、下記式（III)で表わされる化合物であることが好ましい。
【００６７】
（III）　Ｄ（－ＬＱ）n
式（III）において、Ｄは円盤状コアであり；Ｌは二価の連結基であり、Ｑは重合性基で
あり、そして、ｎは４乃至１２の整数である。
円盤状コア（Ｄ）の例を以下に示す。以下の各例において、ＬＱ（またはＱＬ）は、二価
の連結基（Ｌ）と重合性基（Ｑ）との組み合わせを意味する。
【００６８】
【化２９】

【００６９】
【化３０】

【００７０】
【化３１】
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【化３２】

【００７２】
【化３３】

【００７３】
【化３４】
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【００７４】
【化３５】

【００７５】
【化３６】

【００７６】
【化３７】
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【００７７】
式（III）において、二価の連結基（Ｌ）は、アルキレン基、アルケニレン基、アリーレ
ン基、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－Ｏ－、－Ｓ－およびそれらの組み合わせからなる群より選
ばれる二価の連結基であることが好ましい。二価の連結基（Ｌ）は、アルキレン基、アリ
ーレン基、－ＣＯ－、－ＮＨ－、－Ｏ－および－Ｓ－からなる群より選ばれる二価の基を
少なくとも二つ組み合わせた二価の連結基であることがさらに好ましい。二価の連結基（
Ｌ）は、アルキレン基、アリーレン基、－ＣＯ－および－Ｏ－からなる群より選ばれる二
価の基を少なくとも二つ組み合わせた二価の連結基であることが最も好ましい。アルキレ
ン基の炭素原子数は、１乃至１２であることが好ましい。アルケニレン基の炭素原子数は
、２乃至１２であることが好ましい。アリーレン基の炭素原子数は、６乃至１０であるこ
とが好ましい。
【００７８】
二価の連結基（Ｌ）の例を以下に示す。左側が円盤状コア（Ｄ）に結合し、右側が重合性
基（Ｑ）に結合する。ＡＬはアルキレン基またはアルケニレン基、ＡＲはアリーレン基を
意味する。なお、アルキレン基、アルケニレン基およびアリーレン基は、置換基（例、ア
ルキル基）を有していてもよい。
Ｌ１：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ２：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ３：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ４：－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ５：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ６：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ７：－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ８：－ＣＯ－ＮＨ－ＡＬ－
Ｌ９：－ＮＨ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ10：－ＮＨ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
【００７９】
Ｌ11：－Ｏ－ＡＬ－
Ｌ12：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ13：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ14：－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－ＮＨ－ＡＬ－
Ｌ15：－Ｏ－ＡＬ－Ｓ－ＡＬ－
Ｌ16：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－
Ｌ17：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ18：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ19：－Ｏ－ＣＯ－ＡＲ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ20：－Ｓ－ＡＬ－
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Ｌ21：－Ｓ－ＡＬ－Ｏ－
Ｌ22：－Ｓ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
Ｌ23：－Ｓ－ＡＬ－Ｓ－ＡＬ－
Ｌ24：－Ｓ－ＡＲ－ＡＬ－
【００８０】
式（III）において重合性基（Ｑ）は、重合反応の種類に応じて決定する。重合性基（Ｑ
）は、不飽和重合性基またはエポキシ基であることが好ましく、不飽和重合性基であるこ
とがさらに好ましく、エチレン性不飽和重合性基であることが最も好ましい。
式（III)において、ｎは４乃至１２の整数である。具体的な数字は、円盤状コア（Ｄ）の
種類に応じて決定される。なお、複数のＬとＱの組み合わせは、異なっていてもよいが、
同一であることが好ましい。
【００８１】
ハイブリッド配向では、ディスコティック化合物の長軸（円盤面）と支持体の面との角度
すなわち傾斜角が、光学異方性層の深さ方向でかつ偏光膜の面からの距離の増加と共に増
加または減少している。角度は、距離の増加と共に減少することが好ましい。さらに、傾
斜角の変化としては、連続的増加、連続的減少、間欠的増加、間欠的減少、連続的増加と
連続的減少を含む変化、あるいは、増加及び減少を含む間欠的変化が可能である。間欠的
変化は、厚さ方向の途中で傾斜角が変化しない領域を含んでいる。角度が変化しない領域
を含んでいても、全体として増加または減少していればよい。しかしながら、傾斜角は連
続的に変化することが好ましい。
【００８２】
ディスコティック化合物の長軸（円盤面）の平均方向（各分子の長軸方向の平均）は、一
般にディスコティック化合物あるいは配向膜の材料を選択することにより、またはラビン
グ処理方法を選択することにより、調整することができる。また、表面側（空気側）のデ
ィスコティック化合物の長軸（円盤面）方向は、一般にディスコティック化合物あるいは
ディスコティック化合物と共に使用する添加剤の種類を選択することにより調整すること
ができる。ディスコティック化合物と共に使用する添加剤の例としては、可塑剤、界面活
性剤、重合性モノマー及びポリマーなどを挙げることができる。長軸の配向方向の変化の
程度も、上記と同様に、液晶性分子と添加剤との選択により調整できる。
【００８３】
ディスコティック化合物と共に使用する可塑剤、界面活性剤及び重合性モノマーは、ディ
スコティック化合物と相溶性を有し、ディスコティック化合物の傾斜角の変化を与えられ
るか、あるいは配向を阻害しないことが好ましい。添加成分の中でも重合性モノマー（例
、ビニル基、ビニルオキシ基、アクリロイル基及びメタクリロイル基を有する化合物）の
添加が好ましい。上記化合物の添加量は、ディスコティック化合物に対して一般に１～５
０質量％の範囲にあり、５～３０質量％の範囲にあることが好ましい。なお、重合性の反
応性官能基数が４以上のモノマーを混合して用いると、配向膜と光学異方性層間の密着性
を高めることが出来る。
【００８４】
光学異方性層には、本発明に係る前記のフルオロ脂肪族系ポリマーが含まれているが、さ
らに別のポリマーをディスコティック化合物とともに使用してもよく、そのポリマーは、
ディスコティック化合物とある程度の相溶性を有し、ディスコティック化合物に傾斜角の
変化を与えられることが好ましい。
ポリマーの例としては、セルロースエステルを挙げることができる。セルロースエステル
の好ましい例としては、セルロースアセテート、セルロースアセテートプロピオネート、
ヒドロキシプロピルセルロース及びセルロースアセテートブチレートを挙げることができ
る。ディスコティック化合物の配向を阻害しないように、上記ポリマーの添加量は、ディ
スコティック化合物に対して０．１～１０質量％の範囲にあることが好ましく、０．１～
８質量％の範囲にあることがより好ましく、０．１～５質量％の範囲にあることがさらに
好ましい。



(37) JP 4190275 B2 2008.12.3

10

20

30

40

50

ディスコティック化合物のディスコティックネマティック液晶相－固相転移温度は、７０
～３００℃が好ましく、７０～１７０℃がさらに好ましい。
【００８５】
（液晶性分子の配向状態の固定）
配向させた液晶性分子を、配向状態を維持して固定することができる。固定化は、重合反
応により実施することが好ましい。重合反応には、熱重合開始剤を用いる熱重合反応と光
重合開始剤を用いる光重合反応とが含まれる。光重合反応が好ましい。
光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（米国特許２３６７６６１号、同２３６７
６７０号の各明細書記載）、アシロインエーテル（米国特許２４４８８２８号明細書記載
）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（米国特許２７２２５１２号明細書記載）
、多核キノン化合物（米国特許３０４６１２７号、同２９５１７５８号の各明細書記載）
、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミノフェニルケトンとの組み合わせ（米国
特許３５４９３６７号明細書記載）、アクリジンおよびフェナジン化合物（特開昭６０－
１０５６６７号公報、米国特許４２３９８５０号明細書記載）およびオキサジアゾール化
合物（米国特許４２１２９７０号明細書記載）が含まれる。
【００８６】
光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１乃至２０質量％の範囲にあることが
好ましく、０．５乃至５質量％の範囲にあることがさらに好ましい。
液晶性分子の重合のための光照射は、紫外線を用いることが好ましい。
照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ2～５０Ｊ／ｃｍ2の範囲にあることが好ましく、２０
～５０００ｍＪ／ｃｍ2 の範囲にあることがより好ましく、１００～８００ｍＪ／ｃｍ2 
の範囲にあることがさらに好ましい。また、光重合反応を促進するため、加熱条件下で光
照射を実施してもよい。
保護層を、光学異方性層の上に設けてもよい。
【００８７】
［偏光膜］
本発明の光学フィルムは、偏光板と貼り合せるか、偏光板の保護フィルムとして使用する
ことで、その機能を著しく発揮する。
本発明の偏光膜は、Optiva社製のものに代表される塗布型偏光膜、もしくはバインダーと
、ヨウ素または二色性色素からなる偏光膜が好ましい。
偏光膜におけるヨウ素および二色性色素は、バインダー中で配向することで偏向性能を発
現する。ヨウ素および二色性色素は、バインダー分子に沿って配向するか、もしくは二色
性色素が液晶のような自己組織化により一方向に配向することが好ましい。
現在、汎用の偏光子は、延伸したポリマーを、浴槽中のヨウ素もしくは二色性色素の溶液
に浸漬し、バインダー中にヨウ素、もしくは二色性色素をバインダー中に浸透させること
で作製されるのが一般的である。
、汎用の偏光膜は、ポリマー表面から４μｍ程度（両側合わせて８μｍ程度）にヨウ素も
しくは二色性色素が分布しており、十分な偏光性能を得るためには、少なくとも１０μｍ
の厚みが必要である。浸透度は、ヨウ素もしくは二色性色素の溶液濃度、同浴槽の温度、
同浸漬時間により制御することができる。
上記のように、バインダー厚みの下限は、１０μｍであることが好ましい。一方、厚みの
上限については、特に限定はしないが、偏光板を液晶表示装置に使用した場合に発生する
光漏れ現象の観点からは、薄ければ薄い程よい。
現在、汎用の偏光板（約３０μｍ）以下であることが好ましく、２５μｍ以下が好ましく
、２０μｍ以下がさらに好ましい。２０μｍ以下であると、光漏れ現象は、１７インチの
液晶表示装置で観察されなくなる。
【００８８】
偏光膜のバインダーは架橋していてもよい。架橋しているバインダーは、それ自体架橋可
能なポリマーを用いることができる。官能基を有するポリマーあるいはポリマーに官能基
を導入して得られるバインダーを、光、熱あるいはｐＨ変化により、バインダー間で反応
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させて偏光膜を形成することができる。
また、架橋剤によりポリマーに架橋構造を導入してもよい。反応活性の高い化合物である
架橋剤を用いてバインダー間に架橋剤に由来する結合基を導入して、バインダー間を架橋
することにより形成することができる。
架橋は一般に、ポリマーまたはポリマーと架橋剤の混合物を含む塗布液を、透明支持体上
に塗布したのち、加熱を行なうことにより実施される。最終商品の段階で耐久性が確保で
きれば良いため、架橋させる処理は、最終の偏光板を得るまでのいずれの段階で行なって
も良い。
【００８９】
偏光膜のバインダーは、それ自体架橋可能なポリマーあるいは架橋剤により架橋されるポ
リマーのいずれも使用することができる。ポリマーの例には、ポリメチルメタクリレート
、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、ポリスチレン、ゼラチン、ポリビニルアルコール
、変性ポリビニルアルコール、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、ポリビニルトル
エン、クロロスルホン化ポリエチレン、ニトロセルロース、塩素化ポリオレフィン（例、
ポリ塩化ビニル）、ポリエステル、ポリイミド、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、カルボ
キシメチルセルロース、ポリプロピレン、ポリカーボネートおよびそれらのコポリマー（
例、アクリル酸／メタクリル酸共重合体、スチレン／マレインイミド共重合体、スチレン
／ビニルトルエン共重合体、酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、エチレン／酢酸ビニル共
重合体）が含まれる。水溶性ポリマー（例、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、カ
ルボキシメチルセルロース、ゼラチン、ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアル
コール）が好ましく、ゼラチン、ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコール
がさらに好ましく、ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコールが最も好まし
い。
【００９０】
ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコールのケン化度は、７０乃至１００％
が好ましく、８０乃至１００％がさらに好ましく、９５乃至１００％が最も好ましい。ポ
リビニルアルコールの重合度は、１００乃至５０００が好ましい。
変性ポリビニルアルコールは、ポリビニルアルコールに対して、共重合変性、連鎖移動変
性あるいはブロック重合変性により変性基を導入して得られる。共重合変性では、変性基
として、ＣＯＯＮａ、Ｓｉ（ＯＨ）3、Ｎ（ＣＨ3）3・Ｃｌ、Ｃ9Ｈ19ＣＯＯ、ＳＯ3Ｎａ
、Ｃ12Ｈ25を導入することができる。連鎖移動変性では、変性基として、ＣＯＯＮａ、Ｓ
Ｈ、ＳＣ12Ｈ25を導入することができる。変性ポリビニルアルコールの重合度は、１００
乃至３０００が好ましい。変性ポリビニルアルコールについては、特開平８－３３８９１
３号、同９－１５２５０９号および同９－３１６１２７号の各公報に記載がある。
ケン化度が８５乃至９５％の未変性ポリビニルアルコールおよびアルキルチオ変性ポリビ
ニルアルコールが特に好ましい。
ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコールは、二種以上を併用してもよい。
【００９１】
バインダーの架橋剤は、多く添加すると、偏光膜の耐湿熱性を向上させることができる。
ただし、バインダーに対して架橋剤を５０質量％以上添加すると、ヨウ素、もしくは二色
性色素の配向性が低下する。架橋剤の添加量は、バインダーに対して、０．１乃至２０質
量％が好ましく、０．５乃至１５質量％がさらに好ましい。
バインダーは、架橋反応が終了した後でも、反応しなかった架橋剤をある程度含んでいる
。ただし、残存する架橋剤の量は、バインダー中に１．０質量％以下であることが好まし
く、０．５質量％以下であることがさらに好ましい。バインダー層中に１．０質量％を超
える量で架橋剤が含まれていると、耐久性に問題が生じる場合がある。すなわち、架橋剤
の残留量が多い偏光膜を液晶表示装置に組み込み、長期使用、あるいは高温高湿の雰囲気
下に長期間放置した場合に、偏光度の低下が生じることがある。
架橋剤については、米国再発行特許２３２９７号明細書に記載がある。また、ホウ素化合
物（例、ホウ酸、硼砂）も、架橋剤として用いることができる。
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【００９２】
二色性色素としては、アゾ系色素、スチルベン系色素、ピラゾロン系色素、トリフェニル
メタン系色素、キノリン系色素、オキサジン系色素、チアジン系色素あるいはアントラキ
ノン系色素が用いられる。二色性色素は、水溶性であることが好ましい。二色性色素は、
親水性置換基（例、スルホ、アミノ、ヒドロキシル）を有することが好ましい。
二色性色素の例には、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレン
ジ３９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレンジ７２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド３９、Ｃ．Ｉ
．ダイレクト・レッド７９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８１、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レ
ッド８３、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・バイオレット４８、
Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー６７、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー９０、Ｃ．Ｉ．ダイレク
ト・グリーン５９、Ｃ．Ｉ．アシッド・レッド３７が含まれる。二色性色素については、
特開平１－１６１２０２号、同１－１７２９０６号、同１－１７２９０７号、同１－１８
３６０２号、同１－２４８１０５号、同１－２６５２０５号、同７－２６１０２４号の各
公報に記載がある。
二色性色素は、遊離酸、あるいはアルカリ金属塩、アンモニウム塩またはアミン塩として
用いられる。二種類以上の二色性色素を配合することにより、各種の色相を有する偏光膜
を製造することができる。偏光軸を直交させた時に黒色を呈する化合物（色素）を用いた
偏光膜、あるいは黒色を呈するように各種の二色性分子を配合した偏光膜または偏光板が
、単板透過率および偏光率とも優れており好ましい。
【００９３】
液晶表示装置のコントラスト比を高めるためには、偏光板の透過率は高い方が好ましく、
偏光度も高い方が好ましい。偏光板の透過率は、波長５５０ｎｍの光において、３０乃至
５０％の範囲にあることが好ましく、３５乃至５０％の範囲にあることがさらに好ましく
、４０乃至５０％の範囲にある（偏光板の単板透過率の最大値は５０％である）ことが最
も好ましい。偏光度は、波長５５０ｎｍの光において、９０乃至１００％の範囲にあるこ
とが好ましく、９５乃至１００％の範囲にあることがさらに好ましく、９９乃至１００％
の範囲にあることが最も好ましい。
【００９４】
偏光膜と光学異方性層、あるいは、偏光膜と配向膜を接着剤を介して配置することも可能
性である。接着剤は、ポリビニルアルコール系樹脂（アセトアセチル基、スルホン酸基、
カルボキシル基、オキシアルキレン基による変性ポリビニルアルコールを含む）やホウ素
化合物水溶液を用いることができる。その中でもポリビニルアルコール系樹脂が好ましい
。接着剤層の厚みは、乾燥後に０．０１乃至１０μｍの範囲にあることが好ましく、０．
０５乃至５μｍの範囲にあることが特に好ましい。
【００９５】
（偏光板の製造）
偏光膜は、歩留まりの観点から、バインダーを偏光膜の長手方向（ＭＤ方向）に対して、
１０乃至８０度傾斜して延伸するか（延伸法）、もしくはラビングした（ラビング法）後
に、ヨウ素、二色性染料で染色することが好ましい。傾斜角度は、ＬＣＤを構成する液晶
セルの両側に貼り合わされる２枚の偏光板の透過軸と液晶セルの縦または横方向のなす角
度にあわせるように延伸することが好ましい。
通常の傾斜角度は４５゜である。しかし、最近は、透過型、反射型および半透過型ＬＣＤ
において必ずしも４５゜でない装置が開発されており、延伸方向はＬＣＤの設計にあわせ
て任意に調整できることが好ましい。
【００９６】
延伸法の場合、延伸倍率は２．５乃至３０．０倍が好ましく、３．０乃至１０．０倍がさ
らに好ましい。延伸は、空気中でのドライ延伸で実施できる。また、水に浸漬した状態で
のウェット延伸を実施してもよい。ドライ延伸の延伸倍率は、２．５乃至５．０倍が好ま
しく、ウェット延伸の延伸倍率は、３．０乃至１０．０倍が好ましい。延伸工程は、斜め
延伸を含め数回に分けて行ってもよい。数回に分けることによって、高倍率延伸でもより
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均一に延伸することができる。斜め延伸前に、横あるいは縦に若干の延伸（幅方向の収縮
を防止する程度）を行ってもよい。
延伸は、二軸延伸におけるテンター延伸を左右異なる工程で行うことによって実施できる
。上記二軸延伸は、通常のフイルム製膜において行われている延伸方法と同様である。二
軸延伸では、左右異なる速度によって延伸されるため、延伸前のバインダーフイルムの厚
みが左右で異なるようにする必要がある。流延製膜では、ダイにテーパーを付けることに
より、バインダー溶液の流量に左右の差をつけることができる。
以上のように、偏光膜のＭＤ方向に対して１０乃至８０度斜め延伸されたバインダーフイ
ルムが製造される。
【００９７】
ラビング法では、ＬＣＤの液晶配向処理工程として広く採用されているラビング処理方法
を応用することができる。すなわち、膜の表面を、紙やガーゼ、フェルト、ゴムあるいは
ナイロン、ポリエステル繊維を用いて一定方向に擦ることにより配向を得る。一般には、
長さ及び太さが均一な繊維を平均的に植毛した布を用いて数回程度ラビングを行うことに
より実施される。ロール自身の真円度、円筒度、振れ（偏芯）がいずれも３０μｍ以下で
あるラビングロールを用いて実施することが好ましい。ラビングロールへのフイルムのラ
ップ角度は、０．１乃至９０゜が好ましい。ただし、特開平８－１６０４３０号公報に記
載されているように、３６０゜以上巻き付けることで、安定なラビング処理を得ることも
できる。
長尺フイルムをラビング処理する場合は、フイルムを搬送装置により一定張力の状態で１
～１００ｍ／ｍｉｎの速度で搬送することが好ましい。ラビングロールは、任意のラビン
グ角度設定のためフイルム進行方向に対し水平方向に回転自在とされることが好ましい。
０～６０゜の範囲で適切なラビング角度を選択することが好ましい。液晶表示装置に使用
する場合は、４０乃至５０゜が好ましい。４５゜が特に好ましい。
偏光膜の光学異方性層とは反対側の表面には、ポリマーフイルムを配置する（光学異方性
層／偏光膜／ポリマーフイルムの配置とする）ことが好ましい。
【００９８】
［液晶表示装置］
各液晶モードにおける光学異方性層の好ましい形態について、以下で説明する。（ＴＮモ
ード液晶表示装置）
ＴＮモードの液晶セルは、カラーＴＦＴ液晶表示装置として最も多く利用されており、多
数の文献に記載がある。
ＴＮモードの黒表示における液晶セル中の配向状態は、セル中央部で棒状液晶性分子が立
ち上がり、セルの基板近傍では棒状液晶性分子が寝た配向状態にある。
【００９９】
セル中央部分の棒状液晶性分子に対しては、ホメオトロピック配向（円盤面が寝ている水
平配向）の円盤状液晶性分子もしくは（透明）支持体で補償し、セルの基板近傍の棒状液
晶性分子に対しては、ハイブリット配向（長軸の傾きが偏光膜との距離に伴って変化して
いる配向）の円盤状液晶性分子で補償することができる。
また、セル中央部分の棒状液晶性分子に対しては、ホモジニアス配向（長軸が寝ている水
平配向）の棒状液晶性分子もしくは（透明）支持体で補償し、セルの基板近傍の棒状液晶
性分子に対しては、ハイブリット配向の円盤状液晶性分子で補償することもできる。
【０１００】
ホメオトロピック配向の液晶性分子は、液晶性分子の長軸の平均配向方向と偏光膜の面と
の角度が８５～９５゜の状態で配向している。
ホモジニアス配向の液晶性分子は、液晶性分子の長軸の平均配向方向と偏光膜の面との角
度が５゜未満の状態で配向している。
ハイブリット配向の液晶性分子は、液晶性分子の長軸の平均配向方向と偏光膜の面との角
度が１５゜よりも大きいことが好ましく、１５゜～８５゜であることがさらに好ましい。
【０１０１】
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（透明）支持体もしくはディスコティック化合物がホメオトロピック配向している光学異
方性層、もしくは、棒状液晶性分子がホモジニアス配向している光学異方性層、さらには
ホメオトロピック配向したディスコティック化合物とホモジニアス配向した棒状液晶分子
の混合体からなる光学異方性層は、Ｒthレターデーション値が４０ｎｍ乃至２００ｎｍで
あり、Ｒｅレターデーション値が０乃至７０ｎｍであることが好ましい。Ｒthレターデー
ション値（Ｒth）は、下記式（Ｉ）で定義される値であり、Ｒｅレターデーション値（Ｒ
ｅ）は、下記式（II）で定義される値である。
（Ｉ）　Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
（ＩＩ）　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
［式（I）、（II）において、ｎｘは、フイルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙ
は、フイルム面内の進相軸方向の屈折率であり、またｎｚは、フイルムの厚み方向の屈折
率である。そして、ｄは、フイルムの厚さである］。
ホメオトロピック配向（水平配向）している円盤状液晶性分子層およびホモジニアス配向
（水平配向）している棒状液晶性分子層に関しては、特開平１２－３０４９３１号および
同１２－３０４９３２号の各公報に記載されている。ハイブリット配向している円盤状液
晶性分子層に関しては、特開平８－５０２０６号公報に記載がある。
【０１０２】
（ＯＣＢモード液晶表示装置）
ＯＣＢモードの液晶セルは、棒状液晶性分子を液晶セルの上部と下部とで実質的に逆の方
向に（対称的に）配向させるベンド配向モードの液晶セルである。ベンド配向モードの液
晶セルを用いた液晶表示装置は、米国特許４５８３８２５号、同５４１０４２２号の各明
細書に開示されている。棒状液晶性分子が液晶セルの上部と下部とで対称的に配向してい
るため、ベンド配向モードの液晶セルは、自己光学補償機能を有する。そのため、この液
晶モードは、ＯＣＢ(Optically Compensatory Bend) 液晶モードと呼ばれる。
ＯＣＢモードの液晶セルもＴＮモード同様、黒表示においては、液晶セル中の配向状態は
、セル中央部で棒状液晶性分子が立ち上がり、セルの基板近傍では棒状液晶性分子が寝た
配向状態にある。
【０１０３】
黒表示にＴＮモードと液晶の配向は同じ状態であるため、好ましい態様もＴＮモード対応
を同じである。ただし、ＴＮモードに比べ、ＯＣＢモードの方がセル中央部で液晶化合物
が立ち上がった範囲が大きいために、ディスコティック化合物がホメオトロピック配向し
ている光学異方性層、もしくは、棒状液晶性分子がホモジニアス配向している光学異方性
層について、若干のレターデーション値の調整が必要である。具体的には、（透明）支持
体上のディスコティック化合物がホメオトロピック配向している光学異方性層、もしくは
、棒状液晶性分子がホモジニアス配向している光学異方性層は、Ｒthレターデーション値
が１５０ｎｍ乃至５００ｎｍであり、Ｒｅレターデーション値が２０乃至７０ｎｍである
ことが好ましい。
【０１０４】
（ＶＡモード液晶表示装置）
ＶＡモードの液晶セルでは、電圧無印加時に棒状液晶性分子が実質的に垂直に配向してい
る。
ＶＡモードの液晶セルには、（１）棒状液晶性分子を電圧無印加時に実質的に垂直に配向
させ、電圧印加時に実質的に水平に配向させる狭義のＶＡモードの液晶セル（特開平２－
１７６６２５号公報記載）に加えて、（２）視野角拡大のため、ＶＡモードをマルチドメ
イン化した（ＭＶＡモードの）液晶セル（ＳＩＤ９７、Digest of tech. Papers（予稿集
）２８（１９９７）８４５記載）、（３）棒状液晶性分子を電圧無印加時に実質的に垂直
配向させ、電圧印加時にねじれマルチドメイン配向させるモード（ｎ－ＡＳＭモード）の
液晶セル（日本液晶討論会の予稿集５８～５９（１９９８）記載）および（４）ＳＵＲＶ
ＡＩＶＡＬモードの液晶セル（ＬＣＤインターナショナル９８で発表）が含まれる。
【０１０５】
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ＶＡモードの液晶表示装置の黒表示において、液晶セル中の棒状液晶性分子は、そのほと
んどが、立ち上がった状態であるため、ディスコティック化合物がホメオトロピック配向
している光学異方性層、もしくは、棒状液晶性分子がホモジニアス配向している光学異方
性層で液晶化合物を補償し、別に、棒状液晶性分子がホモジニアス配向し、棒状液晶性分
子の長軸の平均配向方向と偏光膜の透過軸方向との角度が５゜未満である光学異方性層で
偏光板の視角依存性を補償することが好ましい。
（透明）支持体もしくはディスコティック化合物がホメオトロピック配向している光学異
方性層、もしくは、棒状液晶性分子がホモジニアス配向している光学異方性層は、Ｒthレ
ターデーション値が１５０ｎｍ乃至５００ｎｍであり、Ｒｅレターデーション値が２０乃
至７０ｎｍであることが好ましい。
【０１０６】
（その他液晶表示装置）
ＥＣＢモードおよびＳＴＮモードの液晶表示装置に対しては、上記と同様の考え方で光学
的に補償することができる。
【０１０７】
【実施例】
［実施例１］
（ポリマー基材の作製）
下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、セ
ルロースアセテート溶液を調製した。
【０１０８】
（セルロースアセテート溶液組成）
酢化度６０．９％のセルロースアセテート（リンター）　　８０質量部
酢化度６０．８％のセルロースアセテート（リンター）　　２０質量部
トリフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　　　７．８質量部
ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　３．９質量部
メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　３００質量部
メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　５４質量部
１－ブタノール（第３溶媒）　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
【０１０９】
別のミキシングタンクに、酢化度６０．９％のセルロースアセテート（リンター）４質量
部、下記のレターデーション上昇剤１６質量部、シリカ微粒子（粒径２０ｎｍ，モース硬
度約７）０．５質量部、メチレンクロライド８７質量部およびメタノール１３質量部を投
入し、加熱しながら攪拌して、レターデーション上昇剤溶液を調製した。
セルロースアセテート溶液４６４質量部にレターデーション上昇剤溶液３６質量部を混合
し、充分に攪拌してドープを調製した。レターデーション上昇剤の添加量は、セルロース
アセテート１００質量部に対して、５．０質量部であった。
【０１１０】
【化３８】
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【０１１１】
得られたドープを、バンド流延機を用いて流延した。バンド上での膜面温度が４０℃とな
ってから、１分乾燥し、残留溶剤量が４３質量％のフィルムを剥ぎ取った後、１４０℃の
乾燥風で、テンターを用いて幅方向に２８％延伸した。この後、１３５℃の乾燥風で２０
分間乾燥し、残留溶剤量が０．３質量％のポリマー基材（ＰＫ－１）を製造した。
得られたポリマー基材（ＰＫ－１）の幅は１３４０ｍｍであり、厚さは、９２μｍであっ
た。エリプソメーター（Ｍ－１５０、日本分光（株）製）を用いて、波長５９０ｎｍにお
けるレターデーション値（Ｒｅ）を測定したところ、４３ｎｍであった。また、波長５９
０ｎｍにおけるレターデーション値（Ｒｔｈ）を測定したところ、１７５ｎｍであった。
作製したポリマー基材（ＰＫ－１）を２．０Ｎの水酸化カリウム溶液（２５℃）に２分間
浸漬した後、硫酸で中和し、純水で水洗、乾燥した。このＰＫ－１の表面エネルギーを接
触角法により求めたところ、６３ｍＮ／ｍであった。
このＰＫ－１上に、下記の組成の配向膜塗布液を＃１６のワイヤーバーコーターで２８ｍ
ｌ／ｍ2の塗布量で塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の温風で１５０秒乾
燥した。
【０１１２】
（配向膜塗布液組成）
下記の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　１０質量部
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
グルタルアルデヒド（架橋剤）　　　　　　　　　　　　０．５質量部
【０１１３】
【化３９】

【０１１４】
ポリマー基材（ＰＫ－１）の遅相軸（波長６３２．８ｎｍで測定）と４５゜の方向に配向
膜にラビング処理を実施した。
【０１１５】
（光学異方性層の形成）
下記のディスコティック液晶性化合物４１．０１Kｇ、エチレンオキサイド変成トリメチ
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ロールプロパントリアクリレート（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製）４．０６Kｇ、
セルロースアセテートブチレート（ＣＡＢ５３１－１、イーストマンケミカル社製）０．
３５Kｇ、光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバガイギー社製）１．３５Kｇ、増感
剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）０．４５Kｇを、１０２Kｇのメチルエチ
ルケトンに溶解し、この溶液にさらにフルオロ脂肪族基含有共重合体（メガファックF780
　大日本インキ（株）製）を０．１Kｇを加えて塗布液とし、この塗
布液を配向膜上に、＃３．６のワイヤーバーで連続的に塗布し、１３０℃の状態で２分間
加熱し、ディスコティック液晶性化合物を配向させた。次に、１0０℃で１２０Ｗ／ｃｍ
高圧水銀灯を用いて、１分間ＵＶ照射し、ディスコティック液晶性化合物を重合させた。
その後、室温まで放冷した。このようにして、光学異方性層付き光学補償シート（ＫＨ－
１）を作製した。
波長５４６ｎｍで測定した光学異方性層のＲｅレターデーション値は３８ｎｍであった。
また、円盤面と第１透明支持体面との間の角度（傾斜角）は平均で３３゜であった。
偏光板をクロスニコル配置とし、得られた光学補償シートのムラを観察したところ、正面
、および法線から６０°まで傾けた方向から見ても、ムラは検出出来なかった。
【０１１６】
（偏光子の作製）
平均重合度４０００、鹸化度９９．８ｍｏｌ％のＰＶＡを水に溶解し、４．０％の水溶液
を得た。この溶液をテーパーのついたダイを用いてバンド流延して乾燥し、延伸前の幅が
１１０ｍｍで厚みは左端が１２０μｍ、右端が１３５μｍになるように製膜した。
このフィルムをバンドから剥ぎ取り、ドライ状態で４５度方向に斜め延伸してそのままよ
う素０．５ｇ／Ｌ、よう化カリウム５０ｇ／Ｌの水溶液中に３０℃で１分間浸漬し、次い
でホウ酸１００ｇ／Ｌ、よう化カリウム６０ｇ／Ｌの水溶液中に７０℃で５分間浸漬し、
さらに水洗槽で２０度で１０秒間水洗したのち８０℃で５分間乾燥してよう素系偏光子（
ＨＦ－０１）を得た。偏光子は、幅６６０ｍｍ、厚みは左右とも２０μｍであった。
【０１１７】
（偏光板の作製）
ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、ＫＨ－１（光学補償シート）をポリマー基材（
ＰＫ－１）面で偏光子（ＨＦ－０１）の片側に貼り付けた。また、厚さ８０μｍのトリア
セチルセルロースフィルム（ＴＤ－８０Ｕ：富士写真フイルム（株）製）にケン化処理を
行い、ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、偏光子の反対側に貼り付けた。
偏光子の透過軸とポリマー基材（ＰＫ－１）の遅相軸とは平行になるように配置した。偏
光子の透過軸と上記トリアセチルセルロースフイルムの遅相軸とは、直交するように配置
した。このようにして偏光板（ＨＢ－１）を作製した。
【０１１８】
［比較例１］
フルオロ脂肪族基含有共重合体を光学異方性層に添加しないこと以外は、実施例１と同様
にして、光学補償シート（ＫＨ－Ｈ１）、さらには、ＫＨ－Ｈ１付偏光板（ＨＢ－Ｈ１）
を作製した。
【０１１９】
［実施例２］
（ポリマー基材の作製）
ミキシングタンクに、実施例１で使用したレターデーション上昇剤１６質量部、メチレン
クロライド８０質量部およびメタノール２０質量部を投入し、加熱しながら攪拌して、レ
ターデーション上昇剤溶液を調製した。
実施例１で作製したセルロースアセテート溶液４７４質量部にレターデーション上昇剤溶
液２５質量部を混合し、充分に攪拌してドープを調製した。レターデーション上昇剤の添
加量は、セルロースアセテート１００質量部に対して、３．５質量部であった。
【０１２０】
得られたドープを、バンド流延機を用いて流延した。バンド上での膜面温度が４０℃とな
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ってから、１分乾燥し、剥ぎ取った後、１４０℃の乾燥風で、残留溶剤量が０．３質量％
のポリマー基材（ＰＫ－２）を製造した。
得られたポリマー基材（ＰＫ－２）の幅は１５００ｍｍであり、厚さは、６５μｍであっ
た。エリプソメーター（Ｍ－１５０、日本分光（株）製）を用いて、波長５９０ｎｍにお
けるレターデーション値（Ｒｅ）を測定したところ、４ｎｍであった。また、波長５９０
ｎｍにおけるレターデーション値（Ｒｔｈ）を測定したところ、７８ｎｍであった。
【０１２１】
（光学異方性層付き光学補償シートの作製）
ポリマー基材（ＰＫ－２）を、２．０Ｎの水酸化カリウム溶液（２５℃）に２分間浸漬し
た後、硫酸で中和し、純水で水洗、乾燥した。ＰＫ－２の表面エネルギーを接触角法によ
り求めたところ、６３ｍＮ／ｍであった。
＜配向膜の形成＞
作製したＰＫ－２上に、下記の組成の塗布液を＃１６のワイヤーバーコーターで２８ｍｌ
／ｍ2の塗布量で塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の温風で１５０秒乾燥
した。
【０１２２】
＜配向膜塗布液組成＞
実施例１の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　１０質量部
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
グルタルアルデヒド（架橋剤）　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
次に、ＰＫ－２の長手方向と平行な方向に配向するように変性ポリビニルアルコール膜に
ラビング処理を実施した。
【０１２３】
＜光学異方性層の形成＞
配向膜上に、実施例１のディスコティック液晶性化合物４１．０１Kｇ、エチレンオキサ
イド変成トリメチロールプロパントリアクリレート（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製
）４．０６Kｇ、セルロースアセテートブチレート（ＣＡＢ５５１－０．２、イーストマ
ンケミカル社製）０．９０Kｇ、セルロースアセテートブチレート（ＣＡＢ５３１－１、
イーストマンケミカル社製）０．２３Kｇ、光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ
ガイギー社製）１．３５Kｇ、増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）０．
４５Kｇを、１０２Kｇのメチルエチルケトンに溶解した溶液に、さらにフルオロ脂肪族基
含有共重合体（Ｐ－２９）を０．１Kｇを加えて塗布液とし、これを、＃３．４のワイヤ
ーバーで塗布した。これを１３０℃の恒温ゾーンで２分間加熱し、ディスコティック液晶
性化合物を配向させた。次に、６０℃の雰囲気下で１２０Ｗ／ｃｍの高圧水銀灯を用いて
、１分間ＵＶ照射し、ディスコティック液晶性化合物を重合させた。その後、室温まで放
冷した。このようにして、光学異方性層を形成し、光学補償シート（ＫＨ－２）を作製し
た。
波長５４６ｎｍで測定した光学異方性層のＲｅレターデーション値は４０ｎｍであった。
また、円盤面と第１透明支持体面との間の角度（傾斜角）は平均で３９゜であった。
偏光板をクロスニコル配置とし、得られた光学補償シートのムラを観察したところ、正面
、および法線から６０°まで傾けた方向から見ても、ムラは検出出来なかった。
【０１２４】
（偏光板の作製）
ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、ＫＨ－２（光学補償シート）を偏光子（ＨＦ－
１）の片側に貼り付けた。また、厚さ８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＤ
－８０Ｕ：富士写真フイルム（株）製）にケン化処理を行い、ポリビニルアルコール系接
着剤を用いて、偏光子の反対側に貼り付けた。
偏光子の透過軸とＰＫ－２の遅相軸とは平行になるように配置した。偏光子の透過軸と上
記トリアセチルセルロースフイルムの遅相軸とは、直交するように配置した。このように
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して偏光板（ＨＢ－２）を作製した。
【０１２５】
［比較例２］
フルオロ脂肪族基含有共重合体を光学異方性層に添加しないこと以外は、実施例２と同様
にして、光学補償シート（ＫＨ－Ｈ２）、さらには、ＫＨ－Ｈ２付偏光板（ＨＢ－Ｈ２）
を作製した。
【０１２６】
（ベンド配向液晶セルの作製）
ＩＴＯ電極付きのガラス基板に、ポリイミド膜を配向膜として設け、配向膜にラビング処
理を行った。得られた二枚のガラス基板をラビング方向が平行となる配置で向かい合わせ
、セルギャップを６μｍに設定した。Δｎ（屈折率ｎeとｎoの差）が０．１３９６の液晶
性化合物（ＺＬＩ１１３２、メルク社製）を注入し、ベンド配向液晶セルを作製した。液
晶セルの大きさは２０インチであった。
作製したベンド配向セルを挟むように、実施例１で作製した偏光板（ＨＢ－１）を二枚貼
り付けた。楕円偏光板の光学異方性層がセル基板に対面し、液晶セルのラビング方向とそ
れに対面する光学異方性層のラビング方向とが反平行となるように配置した。
液晶セルに５５Ｈｚの矩形波電圧を印加した。白表示２Ｖ、黒表示５Ｖのノーマリーホワ
イトモードとした。透過率の比（白表示／黒表示）をコントラスト比として、測定機（Ｅ
Ｚ－Contrast１６０Ｄ、ＥＬＤＩＭ社製）を用いて、黒表示（Ｌ１）から白表示（Ｌ８）
までの８段階で視野角を測定した。
また、同様の方法で、比較例１で作製した偏光板（ＨＢ－Ｈ１）を貼り付け、視野角の測
定を行った。視野角の評価尺度として、視野の画像のコントラスト比が１０以上を維持し
、かつ黒側の階調反転の起こらない（即ち黒表示（Ｌ１）と次ぎのレベル（Ｌ２）の間で
反転が起こらない）範囲の開角度の値を用いた。測定結果を第１表に示す。
【０１２７】
【表１】

【０１２８】
（液晶表示装置パネル上でのムラ評価）
実施例１、および比較例１の液晶表示装置の表示パネルを全面中間調に調整し、ムラを評
価した。実施例１は、どの方向から見てもムラは観察されなかったが、比較例１では、上
視野４５°以上で格子状にムラが検出された。
【０１２９】
（ＴＮ液晶セルでの評価）
ＴＮ型液晶セルを使用した液晶表示装置（ＡＱＵＯＳ　ＬＣ２０Ｃ１Ｓ、シャープ（株）
製）に設けられている一対の偏光板を剥がし、代わりに実施例２で作製した偏光板（ＨＢ
－２）を、光学補償シート（ＫＨ－２）が液晶セル側となるように粘着剤を介して、観察
者側およびバックライト側に一枚ずつ貼り付けた。観察者側の偏光板の透過軸と、バック
ライト側の偏光板の透過軸とは、Ｏモードとなるように配置した。
作製した液晶表示装置について、測定機（ＥＺ－Contrast１６０Ｄ、ＥＬＤＩＭ社製）を
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用いて、黒表示（Ｌ１）から白表示（Ｌ８）までの８段階で視野角を測定した。測定結果
を第２表に示す。
【０１３０】
【表２】

【０１３１】
（液晶表示装置パネル上でのムラ評価）
実施例２、および比較例２の液晶表示装置の表示パネルを全面中間調に調整し、ムラを評
価した。実施例２は、どの方向から見てもムラは観察されなかったが、比較例２では、上
視野４５°以上で格子状にムラが検出された。
【０１３２】
[実施例３]
（光学異方性層の形成）
市販のトリアセチルセルロースフィルム（富士タック　富士写真フィルム（株）製）を、
２．０Ｎの水酸化カリウム溶液（２５℃）に２分間浸漬した後、硫酸で中和し、純水で水
洗、乾燥した。ＰＫ－２の表面エネルギーを接触角法により求めたところ、６３ｍＮ／ｍ
であった。
＜配向膜の形成＞
上記富士タック上に、下記の組成の塗布液を＃１６のワイヤーバーコーターで２８ｍｌ／
ｍ2の塗布量で塗布を行なったのち、６０℃の温風で６０秒、さらに９０℃の温風で１５
０秒乾燥した。
【０１３３】
＜配向膜塗布液組成＞
実施例１の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　１０質量部
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
グルタルアルデヒド（架橋剤）　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
【０１３４】
実施例１のディスコティック化合物９０質量部、エチレンオキサイド変性トリメチロール
プロパントリアクリレート（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製）１０質量部、メラミン
ホルムアルデヒド／アクリル酸コポリマー（アルドリッチ試薬）０．６質量部、光重合開
始剤（イルガキュア９０７、日本チバガイギー（株）製）３．０質量部および光増感剤（
カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）１．０質量部をメチルエチルケトンに溶解し
て、固形分濃度が３８質量％の溶液を調製し、この溶液にさらにフルオロ脂肪族基含有共
重合体（Ｐ-４５）を０．５Kg添加して塗布液とした。
【０１３５】
この塗布液を実施例２と同じ塗布量で配向膜上に塗布し、乾燥した。１３０℃で１分間加
熱して、ディスコティック化合物を配向させた。直ちに室温に冷却し、５００ｍＪ／ｃｍ
2 の紫外線を照射して、ディスコティック化合物を重合させ、配向状態を固定し、光学補
償シート（ＫＨ－３）を作製した。形成した光学異方性層の厚さは、１．７μｍであった
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該光学異方性層のレターデーションの角度依存性を、エリプソメーター（日本分光（株）
製）で測定した。その結果、ディスコティック化合物の円盤面と配向膜面との角度は０．
２゜、厚み方向のレターデーション（Ｒth）は１５０ｎｍであった。
偏光子の透過軸とＰＫ－２の遅相軸とは平行になるように配置した。偏光子の透過軸と市
販のトリアセチルセルロースフイルムの遅相軸とは、直交するように配置した。このよう
にして偏光板（ＨＢ－３）を作製した。
【０１３６】
（偏光板の作製）
ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、ポリマー基材（ＫＨ－３）を偏光子（ＨＦ－１
）の片側に貼り付けた。また、厚さ８０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＤ－
８０Ｕ：富士写真フイルム（株）製）にケン化処理を行い、ポリビニルアルコール系接着
剤を用いて、偏光子の反対側に貼り付けた。
偏光子（ＨＦ－１）の透過軸とＫＨ－３の遅相軸とは平行になるように配置した。偏光子
の透過軸と市販のトリアセチルセルロースフイルムの遅相軸とは、直交するように配置し
た。このようにして偏光板（ＨＢ－３）を作製した。
【０１３７】
フルオロ脂肪族基含有共重合体を光学異方性層に添加しないこと以外は、実施例３と同様
にして、光学補償シート（ＫＨ－Ｈ３）、さらには、ＫＨ－Ｈ３付偏光板（ＨＢ－Ｈ３）
を作製した。
【０１３８】
（垂直配向型液晶セル）
垂直配向型液晶セルを使用した液晶表示装置（ＶＬ－１５３０Ｓ、富士通（株）製）に設
けられている一対の偏光板および一対の位相差を剥がし、代わりに偏光板（ＨＢ－３）を
、ポリマー基材（ＰＦ－１）が液晶セル側となるように粘着剤を介して貼り付けた。観察
者側の偏光板の透過軸が上下方向に、そして、バックライト側の偏光板の透過軸が左右方
向になるように、クロスニコル配置とした。
（パネルでのムラ評価）
実施例３、および比較例３の液晶表示装置を全面中間調に調整し、ムラを評価した。実施
例３は、どの方向から見てもムラは観察されなかったが、比較例３では、視野を４５°傾
けると、全方向で格子状にムラが検出された。
【０１３９】
【発明の効果】
光学補償層にフルオロ脂肪族基含有ポリマーを存在させたことを特徴とする本発明の光学
フィルムを用いれば、液晶セルを効果的に光学補償することができ、しかも大型の液晶表
示装置においても、ムラを生じることなく、表示品位の高い画像を表示することができる
。この光学フィルムを用いたムラのない液晶表示装置を提供することができる。
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